
三木町情報通信機器等設置補助金交付要綱 

令和６年４月１日 

要綱第 16号 

改正 令和６年８月 20日要綱第 46号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、三木町における光回線未整備地域（以下「未整備地域」と

いう。）に居住する住民の利便性向上を図るため、予算の範囲内で三木町情報

通信機器等設置補助金(以下「補助金」という。)を交付することについて、三

木町補助金等交付規程(平成元年三木町規程第１号)に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（補助対象機器） 

第２条 補助対象となる情報通信機器は、令和５年４月１日以降に購入した機

器で、かつ、４Ｇ、衛星通信サービス等、未整備地域における通信が可能と

なる機器（以下「機器」という。）とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、機器を使用する者であって、

次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

（１）町の住民基本台帳に登録されている個人であること。 

（２）未整備地域に居住する者であること。 

（３）専ら、補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)が自ら

使用するものであること。 

（４）申請者の属する世帯全員に町税等の滞納がないこと。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、機器の購入価格（消費税含む。）の４分の３以内(1,000

円未満切捨て)とし、25,000円を上限とする。 

２ 補助対象基数は、１世帯につき１基とする。 

（交付申請） 

第５条 申請者は、機器を購入した後速やかに三木町情報通信機器等設置補助

金交付申請書(様式第１号)に町長が必要と認める書類を添えて、町長に申請

するものとする。 

（交付等決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、補

助金を交付することが適当と認めたときは、三木町情報通信機器等設置補助

金交付決定通知書(様式第２号)により、申請者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 



第７条 前条の規定による通知を受けた者は、三木町情報通信機器等設置補助

金交付請求書(様式第３号)を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項に規定する請求があったときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

（交付の取消し及び補助金の返還） 

第８条 町長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の交付決定額の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した

補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（１）虚偽その他不正な手段により、補助金の交付決定を受けたとき 

（２）この要綱又は補助金の交付決定に付した条件に違反したとき 

（３）前２号に掲げるもののほか、補助金の交付が不適当と認められたとき 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年９月１日から施行する。 

 

 


